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陳美雅氏博士学位申請論文審査報告書 
 
早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程に在学する陳美雅氏は、早稲田大学学位規則
第 7 条第 1 項に基づき、2012 年 10 月 19 日、その論文「台湾における旅行契約―損害賠償
論を中心として―」を提出し、博士（法学）（早稲田大学）の学位を申請した。後記の委員
は、上記研究科の委嘱を受け、本論文を審査してきたが、2013 年 2 月 1 日、審査を終了し
たので、ここにその結果を報告する。 
 
１ 本論文の構成と内容 
（１）本論文の構成 
近年、台湾と大陸中国（両岸）との間の経済交流の飛躍的発展とともに、観光客の数も
飛躍的に増大し、それにつれて、旅行をめぐるトラブルも頻発してきている。こうした状
況を受けて、本論文は台湾における旅行契約法の内容を裁判例をもふまえつつ検討したも
のである。本論文は、「序言」、「第一章 序論」、「第二章 海外の旅行業者の責任に関する
法律規定」、「第三章 台湾における旅行契約の効力」、「第四章 台湾旅行契約の責任につ
いて」、「第五章 台湾旅行契約における損害賠償」、「第六章 結論」から構成される。 
 
（２）本論文の内容 
本論文は、先ず序言において本論文でとりあげる内容の概要を示す。すなわち「本論文
では、旅行契約における損害賠償を中心に、旅行業者が持つべき責任と義務について、台
湾の条文内容だけでなく、実務上発生しやすい争議に関する判例をもって解説していく。
また、台湾と日本及び大陸の観光人口が増加している状況から、日本と大陸の現状も交え、
特に大陸の覇王条項、台湾の定型化契約の相関関係を中心に説明する。さらに後半では、
精神損害賠償の請求権において台湾と大陸は異なる見解であるので、本文では立法に関す
る建議を述べている。終わりでは、参考のために台湾で発生した旅行紛糾を処理する専門
機構の紹介、また、両岸の交流が頻繁になってきている状況から、紛糾が発生した場合の
解決方法として、両岸が結んだ協定についても言及している」。 
第一章序論において、研究の動機と目的、分析の方法・視点、先行研究範囲とその説明、
問題の関心事項について述べる。すなわち、昨今の中国・台湾間における友好政策により
台湾は 1 日に 3 千人もの大陸観光客を受け入れ、2012 年は 200 万人にも上っており、その
中で旅行客の健康や財産の安全、契約の権益等がしばしば侵害される状況が現出し、旅行
契約の研究はきわめて重要になってきていること、こうした状況を踏まえて本論文では、
台湾の旅行契約における損害賠償を中心に、条文内容と判例に即して分析すること等を述
べる。 
第二章では、まず、国際条約として「ブリュッセル旅行契約国際条約」の一般原則（3 条）、
旅行業者の組織協調義務と損失発生の場合の挙証責任（13 条）、旅行主催者の直接責任（15
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条）等が紹介される。すなわち、同条約 3 条では、旅行業者は契約義務履行の際、法律の
一般原則に従わなければならず、旅行、停留、サービス領域内の普遍的な取引習慣により
旅行者の権利と利益を保護する義務があること、13 条では、旅行業が義務不履行により旅
行者に損失を与えた場合には責任を負うが、旅行主催者が義務履行につき十分尽くしたこ
とが証明できたときは、免責されること、15 条では、旅行主催者はその旅行提供に関して、
直接責任を負うことが規定されていることが紹介される。そして、次に、ドイツ民法にお
ける関連規定が紹介される。台湾民法はドイツ法の圧倒的影響を受けており、ドイツ民法
が旅行契約をどのように規定しているかは、台湾の立法及び学説判例に強い影響を与える。
こうした背景のもと、ドイツ民法 651 条の、旅行客の返還請求権と旅行業者の欠陥保障責
任に関する規定が紹介される。すなわち、同法 651 条Ｃ第 1 項において「旅行主催者は保
証した品質の旅行を提供する義務を有しており、取消やその価値を減少させ、通常効果あ
るいは契約の規定する効果の欠陥があってはならない」ことが規定され、同第 2 項では、「こ
のような品質を伴っていない旅行に対して、旅行者は改善の請求ができる。改善の過程で
不相応な費用の支払が必要になったとき、旅行主催者は改善を拒否できる」ことが規定さ
れ、第 3 項では「旅行主催者が旅行者の規定した合理的な期間内に修正しなかった場合、
旅行客は自ら修正することができ、さらに必要な費用の補償を求めることができる。もし
行主催者が修正を拒否し、あるいは旅行客の特別利益によってただちに修正が必要な場合
は期限を定めなくてよい」ことが規定されていることを紹介する。そして、次に、旅行業
者の欠陥保障責任に関する同条Ｆ規定、すなわち、旅行業者の原因で旅行に欠陥が生じた
場合、旅行者は旅行業者の旅行義務不履行による損害賠償を求めることができ、もし、そ
の欠陥が旅行の進行を妨げ、重大な干渉を与えた場合、旅行客は旅行中無料で過ごすこと
ができ、旅行欠陥が生じたときは、まず旅行業者に合理的範囲で欠陥の除去、改善を請求
し、旅行業者がそれを拒否した場合に支出費用の補償を求めることができるといったこと
が紹介される。 
さらに、両岸の相手方をなす大陸中国について、その関連規定の紹介がなされる。すな
わち、大陸中国では民法上旅行契約が規定されていないことを前提に、学説の紹介と、旅
行に関する三つの初歩的行政法規と 2010 年の司法解釈「旅行紛糾案件を審理するうえでの
法律適用の若干の問題に関する規定」が取り上げられ、特に後者について、「旅行業者」「旅
行補助サービス業者」「個人旅行」の定義規定と、旅行中トラブルが発生したときの原告の
主体の範囲、一般的な旅行トラブルにおける旅行補助サービス業者と保険会社の訴訟地位
が規定されていることが紹介される。 
次に、日本法が取り上げられ、学説上は請負契約説と委任契約説が存在すること、法令
面では、旅行業法で標準約款制度が採用されているが、そこでは、「海外旅行の場合、目的
地固有の情勢によって法律上あるいは事実上現地の旅行サービスに委託する以外に選択の
余地がないとき、さらに旅行者募集の時点で旅行客に対して明示してあるとき、旅行業者
は旅行サービス者としての行為を行ったものとされ」旅行業者が免責されることを紹介す
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る。最後に、台湾では、民法 514 条―2 で 12 項目にわたる関連規定が存在し、それが基本
法をなすこと、しかし、両岸間には旅行業者の責任に関する共通規定は存在しないことが
指摘される。 
第三章の台湾における旅行契約の効力では、台湾旅行契約の基本的概念及び関連定義、
旅行業者の義務、旅行客の義務、旅行契約の変更について考察が加えられる。すなわち、
旅行契約に関して、旅行契約国際公約は、「組織のある契約」つまりパッケージ契約と「中
間人が請け負う旅行契約」の 2 種類を挙げるが、後者は委託契約に属し、本稿は前者のパ
ッケージ契約を考察の対象とすることが明言される。そして、旅行契約の定義について、
台湾最高裁の、旅行業者が旅行に関わる給付のすべてを旅行客に提供し、旅行客がその報
酬を支払う契約であるとの定義が紹介される。 
ところで、台湾における旅行契約の基本法をなすのは、1999 年に大幅に修訂された民法
債権法編の旅行契約であり、そこにおいて、契約当事者、給付内容、旅行者の義務が定め
られているが、その特色として、商業行為性、給付内容の全体性及び定期性、高度属人性
にあることが指摘されている。すなわち、旅行業者はこれを以て業とする者でなければな
らず、契約内容が旅行サービスとなっていても、業としない限り、旅行契約の当事者とは
認められないこと、旅行契約は労務契約に属すること、運送と遊覧、宿泊手配等、給付と
給付との間に関連性がなければならないこと、定期行為であること、旅客が特定されてい
ることが本契約の前提をなすと説く。 
また、本論の対象をなすのは、パッケージ形式の旅行契約であるが、この契約における
旅行業者の主たる義務内容は、旅行サービスの提供であり、そこでは旅行業者の瑕疵担保
責任、約款における免責条項の禁止、正当な理由のない旅行内容の変更の禁止等が定めら
れ、また、付随義務として、安全保障義務と処理協力義務が掲げられている。処理協力義
務とは、旅行中、天災や不慮の事故等で旅行客が身体又は財産上に影響を及ぼす事故が発
生した場合において、必要な救助や処理を施す義務のことである。さらに、旅行契約内容
の変更に関する関連規定、とりわけ旅行業者の側からの契約内容の変更につき種々の制限
が付されていることが紹介されている。旅行内容の変更が許されるのは「やむを得ない理
由」が存することが必要で、その意味するところは、旅行実施中に発生した旅行業者の責
に帰することのできない事由により旅行契約の履行が困難になることである。旅行客が変
更に同意しない場合は、旅行客は契約を終了させる権利を有する。 
第四章では、瑕疵担保責任についての考察がなされる。台湾民法 514 条の 7 第 4 項は、
「旅行営業者の責任に帰すべき事由により旅行のサービスに前条の価値や品質上の不備が
生じた場合、旅行客は費用の減額請求や契約を破棄することができるだけでなく、損害賠
償を請求することができる」と規定する。旅行客が損害賠償を請求するには、旅行営業者
がその旅行瑕疵を改善しないか、あるいは改善できないことが条件である。この瑕疵担保
責任は無過失責任を基本とする（台湾民法 359 条、493 条及び 514 条の 7 第 1 項）。この無
過失責任は、旅行契約中で実際に旅行製品を提供した者に対しての責任である。旅行業者
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の不注意によってではなく、また旅行業者の能力の範囲内で予見できず、コントロールも
できない欠陥に対しては、一律に無過失責任を適用すべきではないとの一部の見解もある
が、欠陥保証責任は本質的に旅行者の利益を保護するものであり、無過失責任によるべき
であるとする。旅行客はこの権利にもとづき、瑕疵改善請求、費用削減請求、契約終了の
各権利を有する。 
本章では、以上の規定を紹介のうえ、具体的な事例の分析がなされる。その一は、「東京
5 日間桜観賞の旅」の旅行契約にもかかわらず、満開の桜を観賞できなかった事案である。
阿某は右広告を見て、契約前に何度も業務員に確実に桜が観られるのか尋ねたところ、絶
対に問題はないとの回答を得て、申し込みをなし、2009 年 4 月 1 日に出発し、費用として
25000 元を支払ったが、楽しみにしていた桜はまばらに咲くのみで、その目的を達成でき
なかったとして、旅行代金の返還を求めたもので、本件は裁判所ではなく、中華民国品質
保証協会が受理し、そこでは、「乗務員も絶対に桜を観ることができると保障していたので、
責任を完全に回避することはできない」とし、本件旅行業者に対して瑕疵担保責任が命じ
られている。事例の二は、定型化された契約（約款）に関する裁判例で、事件の概要は、
原告は被告である台湾の旅行代理店とアフリカ旅行に参加する契約を結び、その内容は、
観光、宿泊、交通等の手配を被告がすべて行うというものであったが、旅行中、ケニヤで
被告が雇用したドライバーが、車両が故障しているのを知りながらそのまま運転し、且つ
スピード違反の運転をなし、車両が横転し原告夫婦が重傷を負い、しかも添乗員は重傷を
負った夫婦をすぐに病院に連れていくことをせず、その結果、夫婦の一方が死亡したとい
うものであり、原告側は、葬儀費用、精神的慰謝料を請求した。なお、本旅行契約の約款
に、「本約款に定められた内容に反して利用客に損害が発生した場合、旅行代理店又はスタ
ッフは法律に応じて責任を負う」とあった。この事件に対して、一、二審は、現地のケニ
アの旅行代理店が損害賠償を負うべきであり、原告と契約を結んだ台湾の旅行代理店には
責任はないとの判断を下したが、台湾最高裁判所は、この判決を破棄し、「利用客が旅行代
理店ではない第三者との直接契約を結んだ場合を除いて、利用客の宿泊施設や交通機関を
旅行代理店が第三者に委託して提供する場合、その第三者を旅行代理店の履行補助者とみ
なす」との判断を下した。その三は、約款が公序良俗に反して無効とされた事案で、定型
化旅行契約に、旅行業者はその代理店や使用人の故意または過失には責任を負わないとの
条件が付されていた場合、こうした約款につき最高裁判所は公序良俗違反で無効との判決
を下した。この最高裁の判断に関して、筆者は、約款の条項が公序良俗に違反しなくても、
誠実信用原則というもう一つの基準によって約款の効力が判断されるべきであると付言す
る。本章では、さらに、行政上の規制と司法上の規制の交叉をめぐって、交通部観光局の
許可を受けた契約書についても消費者保護法の規定の適用を受けるとの判断を示した台湾
最高裁判所の判決が紹介されている。    
以上の論述の後、大陸中国の「覇王条項」すなわち旅行業者の不合理な免責条項につい
ての紹介がなされている。大陸中国ではこの覇王条項については、契約法 39 条、40 条、
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41 条で規制がかけられているが、実際には、それは十分ではないことが指摘される。 
以上の議論の後に、本章では、履行補助者概念について、その定義、範囲を述べ、あわ
せて裁判例が紹介されている。すなわち、「履行補助者とは旅行業者の代わりのサービス提
供者で、事実上債務者の履行を補助する」者で、「旅行業者が旅行地での旅行サービスを委
託した第三者は、旅行業者とその者に何らかの内部契約があったとしても、この旅行サー
ビスを提供する者は旅行業者の履行補助者」となる。そして、台湾地方裁判所の民国 97 年
判決において、旅行業者が海湾航空会社に対して監督管理の能力はなくても、提供する搭
乗サービスの品質に瑕疵があった場合、民法 224 条にもとづき旅行業者は債務の履行補助
者の故意又は過失に対して、瑕疵担保責任を負う旨の判決が下されていることを紹介し、
筆者自身もその説に同意する。 
第五章では、台湾の損害賠償論を考察する。台湾民法 514 条は「旅行サービスの価値・
品質が満たされない場合、責任を旅行営業人に帰すことができ、旅行客は費用の削減ある
いは契約の終了を請求できるほか、損害賠償を受ける権利がある」と規定する。この損害
賠償は過失責任主義をとる。問題となるのは、旅行広告を信用して旅行に参加し、旅行中
に広告と異なることに気付いた場合に損害賠償を請求できるかである。この点について、
台湾学界では、これを申込の誘因にすぎないとする否定説、原則的には損害賠償を請求で
きるが、広告の効力を排除する旨の他の規定が存すれば請求できないとする折衷説、消費
者を保護するための消費者保護法が全面的に適用されるとする肯定説が存在し、筆者は、
こうした場合は消費者保護法の適用を受けて損害賠償責任を負うべきであるとする。 
ところで、旅行契約において特に問題となるのは、不完全給付の場合である。不完全給
付の類型としては、瑕疵ある給付、加害給付がある。瑕疵ある給付が補正できない場合は、
給付不能となる。給付時に当該瑕疵を発見した場合は、債権者が受領を拒絶できる。受領
後に瑕疵を発見したときは、契約を解除し、その不完全給付を返還し、給付不能により生
じた損害賠償を請求できる。瑕疵が補正できる場合は、債務者は給付遅滞の責任を負う。
加害給付とは、例えば旅行営業人が提供した観光バスが老朽化した状態にあり、運転手の
過失で事故が生じ、旅行客が負傷したような場合に生ずる履行利益以外の損害賠償である。
台湾民法 227 条はこうした加害給付を規定する。 
損害賠償に関しては特に一部給付不能と不完全給付の認定をめぐる問題が存在するが、
本章では台湾最高裁民事判決書民国 85 年の判決が取り上げられている。本件は、国内から
予定されている旅行地点に到着した後になって団体ツアーが決行できなくなったケースで、
台湾最高裁は、この種の給付は旅行客にとり実益がなく、そのため給付不能となり、民法
226 条 1 項にもとづき旅行業者は債務不履行の損害賠償を負うべきであるとの判決を下し
ている。損害賠償の範囲については、一般的範囲と特殊範囲があり、債権者の受けた損害
のすべてと逸失利益に対する損害賠償が一般的範囲であり、被害者自身の過失による差し
引きや損益相殺等が特殊範囲を構成する。 
ところで、台湾民法は原状回復主義を原則とするので、この原状回復主義と金銭賠償と
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の関係が問題となる。筆者は、この点に関して先ず台湾最高裁の民国 60 年の「損害賠償の
方法は原状回復が原則で、金銭の賠償は特別に規定がある（場合に限られる）。故に、損害
が発生した後、原状回復が可能であるならば被害者は加害者に先に原状回復を請求し、法
律に他の規定がある場合以外は、金銭賠償を請求してはならない」との判示を紹介したう
えで、この点につき疑問を提起し、「旅行業者がもし全く同じ旅行を提供した場合、原状回
復となるのか問題である。本文の見解では、時間的要素が関係し、旅行客の個人的な感情
も価値に含まれるので、当事者の自由選択にゆだねる」べきであると主張する。 
さらに、損害賠償論中の非財産的損害賠請求権について考察を加える。台湾の民法学界
では、契約違反によって被った精神的損害について、精神的損害すなわち非財産的損害が
法律上明文でもって規定されている場合に限り認められるとする。すなわち民法 18 条は、
人格が侵害を受けたとき、法律において特別な規定がある場合に、損害賠償あるいは慰謝
料の請求を認めており、例えば増設された民法 227 条―1 において、「債務者の債務不履行
により、債権者の人格権が侵害を受けたときは、192 条～195 条及び 197 条（人格権侵害
を内容とする不法行為法上の規定）を準用し、損害賠償責任を負う」と規定する。そして、
債編で旅行契約が増設された結果、この種の債務不履行においても、慰謝料請求が認めら
れることとなった（514 条―8）。 
以上の議論を踏まえて、裁判例が紹介分析される。事案の内容は、台湾に在住するイン
ドネシア国籍を有する原告が団体旅行から帰国しようとして台湾桃園空港に到着したが、
再入国手続をしていなかったため、入国できず、マカオ及びインドネシアで 78 日間滞在し
たあげくようやく入国できたという事件で、原告は 78 日間もの間時間の浪費を余儀なくさ
れたことが違約を構成するとして損害賠償を請求したというものである。この請求に対し
て、台北地方院裁判所は、旅行業者側の関連資料審査義務違反及び説明義務違反を理由に、
原告の主張した 78 日間を 69 日に短縮したうえで、その期間の時間の浪費にともなう
144133 元の損害賠償を認めた。この種の損害賠償がはたして非財産的損害賠償に当たるの
か、比較法的に問題となるところであり、ドイツ法では時間の浪費に対して休暇の商品化
理論が採用され、したがって財産的損害賠償として扱われているが、台湾では、この理論
を採用せず、253 条で特別に「非財産上の損害であるが、相当する賠償金額を請求できる」
と規定している。 
ところで、違約を理由とする損害賠償請求は不法行為を理由とする損害賠償請求と競合
する場合が多い。この点についても台湾における理論及び実務状況が紹介されている。す
なわち司法実務は法条競合と請求権競合をめぐってしばしば変転し、民国 77 年（1988 年）
の民事会議において請求権競合の採用が決定されたこと、通説もそれを支持していること
を指摘する。 
本章の最後において、両岸間での旅行をめぐるトラブルに備えた紛争解決方法として、
旅行業契約保証保険、クレジットカード争議賠償制度、品質保証協会代償制度等の整備を
はかるべきであることを提言する。今後両岸間の旅行客の増加を考えると、この種の提言
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は重要である。 
第六章は 結論と銘打っているが、前章までの論述の整理というよりは、「実際の旅行ト
ラブル典型案例をもって旅行契約の定性・保障義務・時間の浪費に対する損害賠償、違約
時の精神損害賠償」等の分析の一端を示そうとしたもので、特に非財産的損害賠償をめぐ
る台湾と大陸の実例にもとづく比較分析を行っている。したがって、本章は結論部分をな
すと同時に、前章までの補論をなすといってよい。 
案例の一つは旅行ガイドのサービスの品質に関するもので、原告側は、タイ・ブーケッ
ト島への旅行において、ガイド郭某のサービス態度は悪く、且つ途中 3 日間、旅行客をバ
ンコック空港に放置し、そこで、旅行会社は当地に来ていた別のガイド楊某をして旅行客
を台湾に帰国させたとして、旅行会社に損害賠償を請求した。本件について、裁判所は両
者が締結した契約法 14 条の「旅行における全団体業務を完成する」義務に違反していると
して、損害賠償を認め、但し、悪意的放置には当たらないとして、その部分の損害賠償請
求は認めなかった。本件について筆者は、「添乗員のサービスは旅行契約の重要構成要素と
なり、もしツァーの過程で、添乗員のサービスが提供されなかった場合は、その旅行サー
ビスが通常の価値や定められた品質を備えているとはみなされず、旅行客は旅行業者に対
して損害賠償を請求」でき、「旅行サービスの提供は基本的な義務であり、義務の履行にお
いては責任者による注意が必要であり、旅行業者の代理人または部下に過失があった場合
には同等の責任を負うべきで」あり、「故に旅行営業者が派遣した添乗員が旅行客の参加す
るツァーの全日程に引率しなかったら、たとえ旅行目的地で現地ガイドがその場所を案内
していたとしても、旅行客に対する瑕疵損害となり、損害賠償が請求できる」と説く。 
もう一つの案例は、旅行会社が保管していた旅券が盗難に遭い、旅行者の出発時間が遅
れたという事件についての損害賠償請求の案件である。本件について、旅行会社はその責
に帰すべき事由の有無の如何を問わず、旅券が紛失した場合、旅行者は契約を解除でき、
あわせて、旅行会社には善良なる管理者の注意義務があり、この義務は旅行会社の従たる
給付義務をなし、第三者による窃盗行為をもって因果関係の中断事由とすることはできず、
善良なる管理者の注意義務違反に相当し損害賠償責任を負わなければならないと説く。 
 
２ 本論文の評価 
本論は以下の点において積極的に評価できる。 
本論文は、旅行産業における契約の部分に着目し、台湾の旅行法の損害賠償論を中心と
して、大陸中国、日本、ならびに国際条約等の立法例を比較参照しながら、台湾旅行契約
の基本的性格、保障義務、時間の浪費に対する損害賠償、違約時の精神的損害賠償、約款
等を総合的に論じたものであり、テーマの設定が具体的であることに加えて、問題意識も
明瞭であり、旅行産業が、経済力を強めてきたアジアにおいて有力な平和産業となりつつ
ある今日、こうした研究は実践的に有益であるということができる。また、ドイツ、日本、
大陸中国の法理論が比較参照されており、限定された範囲のなかではあるが、これらの国々
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の民法理論の相互関係を垣間見ることができる。 
旅行契約における損害賠償論を考察の対象に据える本論において、契約締結主体である
旅行業者自身の過失によらない損害の発生につき、どのように旅客の権利を保護するかは
重要な問題をなす。この点について、筆者は契約法上の履行補助者概念の適用を積極的に
主張し、あわせて具体的案例を紹介・分析する。すなわち、台湾の旅行代理店とアフリカ
旅行を契約し、当該旅行代理店から委託された現地の旅行代理店の被用者の過失で死傷事
故を負った原告が、台湾の旅行代理店を相手取って起こした損害賠償請求につき、現地の
旅行代理店を台湾の旅行代理店の履行補助者と位置付け、「履行補助者の故意、過失によっ
て利用客に損害を与えた場合、旅行代理店は、損害賠償の責任を負う」との判断のもと、
原審判決を破棄した台湾最高裁の判決を紹介しているが、この判決は、こうした海外旅行
で頻発する事故の損害賠償論を考えるうえで、きわめて示唆的である。そして、この肝心
の旅行補助者概念に関して、台湾法学界の理論と裁判例が紹介され、より具体的にこの概
念の内容を知ることができる。すなわち、「旅行業者が旅行地での旅行サービスを委託した
第三者は、旅行業者とその者に何らかの内部契約があったとしても、この旅行サービスを
提供する者は旅行業者の履行補助者である」と述べ、台北地方裁判所民国 97年の民事判決、
すなわち、国際条約では、その第三者に対する監督能力の有無で履行補助者か第三者かを
区別してきたが、台湾では、旅行業者に瑕疵担保責任を負わせた結果、瑕疵担保責任が無
過失責任であるため、旅行業者は「海湾航空会社」に対して監督管理の能力がなくても、
損害賠償の責任を負うとの判示を支持する。 
損害賠償論に関していえば、台湾民法は日本法以上にドイツ法の影響が強く、そのドイ
ツ法にもとづき、原状回復を基本とするが、旅行契約において生ずる時間の浪費、例えば
休暇の妨害や休暇を無益に過ごしたような場合、原状回復は不可能で、金銭による損害賠
償となるが、その損害賠償は財産上の損害賠償か、それとも非財産上の損害賠償かにつき、
ドイツの一部学説にあるような旅行による娯楽の商品化論をとらず、台湾では人格権に関
連する非財産上の損害賠償として捉えられていることの指摘も興味深い。 
ところで、大陸中国の契約法には旅行契約は典型契約として規定されておらず、両岸間
の観光ビジネスが活発化していくことを考えると、それに伴って、旅行上のトラブルも著
しく増大していくであろうことが予想される。当然、こうした事態に備えて立法的整備が
はかられる必要があり、同文同種の台湾での旅行契約を損害賠償論の視点から総合的に論
じた本論文は先駆的意義を有する。 
もっとも、本論文について、以下のような問題点を指摘することができる。 
先ず、参照されている先行研究が比較的少ないという点である。ただ、この点について
は、テーマとの関係上、やむを得ないのかもしれないが、惜しまれるところである。 
次に、具体的案例の紹介においてやや不十分な点が見受けられる。事件の概要は分かる
ものの、取り上げられた当該事件の判決理由の部分の紹介が必ずしも十分でなく、法的な
議論の展開をややたどりにくかった。この点は煩を厭わず詳細に紹介してほしかった。 
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さらに、台湾民法はドイツ民法の影響をきわめて強く受けており、日本民法との比較の
うえでも、もう少し台湾民法学界、例えば、王澤鑑教授等の原状回復理論及び損害賠償理
論を詳細且つ体系的に紹介してほしかった。そのような記述がなされていたならば、より
彫りの深い比較法の論文となっていたであろう。また、大陸中国法について記述した部分
について、覇王条項の法的根拠及び損害賠償についての契約法と不法行為法との関係につ
いて、明確な説明がなく、記述の不足を否めない。 
しかし、以上のような問題が存するとしても、本論文全体の価値を減じるものではない。
前述したように、今後飛躍的に発展していくであろう両岸間の観光ビジネスにおいて不可
避的に生ずるトラブルに対処するうえで、損害賠償論の側面から台湾の旅行契約法の理論
と裁判例を分析した本研究は、比較法の観点から見ても意義深く、先駆的意義を有すると
考える。 
 
３ 結論 
 以上の審査の結果、後記の委員は、本論文の提出者が課程による博士（法学）（早稲田大
学）の学位を受けるに値するものと認める。 
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